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論 説
１ はじめに
かりに, Ａ国で, Ａ国人甲がＡ国人乙を毒殺するために, これに対し
て毒入りの食物を食べさせたが, 乙は, その直後にＡ国航空機にて日本
に向けて出発することになっており, 甲の予定では, 乙は日本に到着後
に日本で死亡するはずであったとする｡ このような場合に, もし甲の予
測どおり, 乙が日本で死亡すれば, 甲のＡ国における殺人行為を, 日本
の国内犯 (刑法１条１項) として日本において処罰しうる, というのが
通説である｡ 国内犯かどうかは, 犯罪地が国内にあるかどうかによるが,
犯罪地の所在に関する明文の規定は, わが国の現行法にはない｡ ただ,
死亡の結果が発生した地も, その殺人事件全体の犯罪地であるとされる
のである
(１)
｡ これに対して, たとえば航空機内で身体に異常を感じた乙が,
経由地のＢ国で旅行を中止して治療を受け, 回復後にそのままＡ国に帰
国したときは, その殺人未遂事件について日本の国内犯として日本で処
罰することができるかどうかが必ずしも明らかでなく, 見解が分かれて
いるようにも思われる｡ 未遂の場合に, 犯人の意図していた結果発生予
定地も犯罪地であるとする立場
(２)
では, これを広く解すると, そうした処
罰も肯定されることになりうると解される｡ 乙が日本で死亡するものと
予測して, 甲は行為しているからである｡ 他方, 意図された結果発生地
が日本国内であるというだけでは, 日本の国内犯として処罰すべきでな
い, との見解も主張されている
(３)
｡ この立場では, 国外で外国人が外国人
に対して犯した殺人未遂として, 日本では処罰されないことになろう｡
このような市民的安全の確保を念頭におく, いわば普通の犯罪におけ
る未遂の犯罪地という問題は, 近年のインターネットを利用した犯罪に
関する犯罪地の問題
(４)
などと異なり, 国際刑事法の分野においては古典的
類型に属するものといえる｡ それにもかかわらず, これまでわが国で十
分な検討が積み重ねられてきたとはいいがたい｡ その理由は多様であろ
うが, 根底において, 従来はそうした場面に実際に遭遇し, 処罰の可否
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という問いに直面することが必ずしも多くなかったことがあろう｡ しか
し, 日本を取り巻く国際交通が増大した現状からすれば, そうした問題
に関する検討の重要さも増していることは疑いない｡
そこにみられる見解の対立は, 未遂犯の場面で表れた国内犯とされる
範囲の問題であり, その犯罪地の判定基準に関わる｡ 従来, 基本的に,
犯罪の本質や処罰をめぐる国内的利害に関する刑法学的理解や政策的判
断により, どこまで処罰範囲を拡張して認めうるかという観点から, 犯
罪地の問題を解決する立場が主流であった｡ しかし, 国際交流の活発化
を背景に, 世界的な視野に立ち, 自国で処罰を引き受ける範囲はどこま
でかという管轄分配の発想を考慮に入れる必要が生じている｡ 国内犯の
処罰根拠をどのように理解するかという問題との関連で考察する必要が
ある｡ それには, また犯罪論とりわけ実行行為や未遂に関する考え方の
ほか, 国際刑事法のあり方に関する基本的な考え方の違いが関わるよう
に思われる｡
本稿は, こうした視点から, 国際刑事法に関する基本思想と国内犯の
処罰根拠に関する考察を土台としながら, 冒頭に述べたような罪種を念
頭において, 冒頭のような場面も含めて, 多様な形態における未遂の犯
罪地について, 多少の考察を加えるものである｡
２ 刑罰権を及ぼす範囲
() 渉外犯罪に国家刑罰権を及ぼす範囲
冒頭の事例のように, 犯罪の諸要素が国際的に複数の国に分散してお
り, その一国からみれば渉外的要素がある犯罪 (渉外犯罪, 越境犯罪)
については, その処罰にあたり国際的配慮が必要となる｡ ただ, どの範
囲の犯罪に対して自国の刑罰権を及ぼすか, またその際にいずれの刑法
を適用するのかといった問題 (国際的管轄権の問題) の扱いは, さしあ
たり, いくらかの国際法的要請・制約はある
(５)
ものの, 基本的に各国の権
中京法学巻３・４号 (年) ()
限に任されている (管轄権に関する管轄権
(６)
)｡ その意味では, 既遂・未
遂の犯罪行為について, その犯罪地をどのように理解し, どこまでを国
内犯として刑罰権を及ぼすことにするかは, 各国の判断に委ねられてい
る面がある｡ 本稿で扱う問題は, さしあたり日本としての刑事法のあり
方の問題なのである｡
現実の国際社会では, 国際主義的な配慮もあって, 周知のように, 各
国は, 犯罪の場所的要素や関係者の人的要素, 保護法益などの点で, 自
国と一定の客観的な関連性 (連結点) がある犯罪, あるいは処罰に協力
することが国際的義務となっている犯罪などに対してのみ刑罰権を及ぼ
すのが通例である｡ わが国の現行法では, 基本的に, ①国内犯 (日本の
領域内で犯される犯罪｡ 属地主義), ②日本船舶・航空機内で犯される
犯罪 (旗国主義), ③日本に対する内乱, 通貨偽造, 公文書偽造や, 日
本の公務員による虚偽公文書作成, 収賄など, 日本の重要な国家的法益
または社会的法益を害する犯罪 (国家保護主義), ④日本人により犯さ
れる放火, 殺人・傷害, 強姦, 強窃盗などの犯罪 (積極的属人主義),
⑤日本人に対して犯される殺人・傷害, 強姦, 強盗などの犯罪 (消極的
属人主義), ⑥条約により処罰に協力することを国際的に約束している
犯罪 (世界主義) について, 日本の刑罰権を及ぼすことにしている (刑
法１条－４条の２)｡
関連性ないし根拠の乏しい行為に対して刑罰権を及ぼすことは, 一般
的には, その必要性が乏しいばかりでなく, 手続的な便宜にも適わず,
また関連性の強い国家との関係で摩擦や不協和を生じかねない｡ また関
係者がとくに認識しているような場合を除けば, 処罰地や適用刑法に関
する予測可能性が失われやすく, その自由権保障の見地からも好ましく
ない｡ 刑罰権の行使は, 関係諸国が相互に了解し合えるような国際的視
野からの合理性が要求され, 人権に対しても配慮が求められる｡ 自国と
の一定の関連性や国際義務に注目する姿勢は, 基本的に正鵠を射ている
と解される｡
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ただ, そこで必要とされる関連性については, 罪種なども複雑に絡み
合い, 一般に承認されている明確で具体的な基準はない｡ 世界主義に基
づく処罰などは, 現実の運用においては一定の関連性がある場合に活用
されることが多いが, 形式的な制度としては, 各国との個別の関連性を
要件としていない｡ 属地主義は, 一般に承認された基本となる処罰原理
とされるが, それでさえ, その外縁は必ずしも明確ではない｡ そうした
事情から, たとえば冒頭のような事例において, 犯人の意図していた結
果発生予定地が日本国内であるというだけで, そうした合理性などが認
められるような十分な関連性が日本との間にあると考えるべきなのかど
うかが, 本稿で検討を加えようとする主要な課題なのである｡
() 自国保護の思想と国際協力の思想
自国の刑罰権を及ぼすにふさわしい関連性の有無や性質, ひいては刑
罰権を及ぼす範囲を検討するについては, 理念的に見て, 自国保護と国
際協力という二つの対立する基本思想がある
(７)
｡
() 自国保護の思想 自国保護の思想とは, 典型的には, 刑罰権
および刑法を強烈にあるいは絶対的に国家的なものと観念し, 他国の刑
罰権行使を基本的に視野から除外して対応する考え方である｡ 犯罪処罰
を自国の個別的関心事と考えて, 固有の利害から, 自国の秩序維持・保
護の見地より必要な範囲で独自に刑罰権を行使する立場である｡ 必然的
に, 自国の刑法を適用した処罰が念頭におかれている｡ 本稿で検討対象
とする冒頭のような未遂事例では, 日本の秩序維持・保護の見地から,
日本が他国の事情とは別に独自に日本の刑法を適用して処罰する必要が
あるかどうかが問われることになる｡
国際交通が未発達な状況では, とくに日本のような島国では, 自国に
現実的な影響・利害が乏しい海外の事象・事案に対しては, 国家は関心
が低いことが多い｡ そのため, この立場では, 刑罰権を広く国外犯など
に及ぼすことには消極的になりやすい｡ 無駄に刑罰権を及ぼすことを避
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ける見地から, 外国との軋轢を避ける意味でも, 真に自国保護に必要な
範囲に限定されることになる｡ その結果, 国外犯については, たとえば
重要な国家的・社会的法益に対する罪や自国民による重大な犯罪に対し
てのみ処罰を考えるというようなことにもなりうる｡
他方, 国際交通が発達してくると, そうした国家でも海外の事象・事
案に対して利害関係を深め, 関心を強めるようになる｡ そうした場面で
は, この立場は, 多様な未知の局面がありうることを想定して, 事情に
よっては自国保護の見地からの対応が必要になる事態に備える観点から,
法制として刑罰権を及ぼすことに積極性を強めることになる｡ それに伴
い, それを制約する方向には消極的な拡張的・国家主義的傾向を持つよ
うになる｡ 国際的な場面における個人の人権保護も, 国家的利害の前に
弱くなりやすい｡
() 国際協力の思想 これに対して, 国際協力の思想とは, 諸国
の刑罰権や刑法が併存する相対的な国際社会を観念して, 他国による刑
罰権行使も視野に入れながら協調・協力して対応する考え方である｡ 自
国保護の見地のみにとらわれず, 犯罪処罰を世界に共通の普遍的関心事
と考え, 諸国の協力・協働によりその実現を図る立場である｡ 世界的利
益の実現のために国際的な役割分担として自国の刑罰権を行使すること
になる
(８)
｡ 当の犯罪と関連の深い他国の刑法や刑罰権行使の事情などを処
罰にあたり考慮することも視野に入りうる｡ 冒頭のような事例では, 事
件と関係するさまざまな諸国がある中で, 日本が国際的な役割分担とし
て処罰を引き受けることが適切かどうか, といったことなどが問われる
ことになる｡
国際交通が未発達な状況では, うえに述べたように, 実際には, 国家
は, 自国に対して直接に関わりのない犯罪に対してまで, 大きな関心を
持つことは少ない｡ そのような状態では, こうした考え方は現実を離れ
た理想論にとどまる｡ 他方, 国際交通が発達してくると, 一国で発生し
た事象でも, 影響は世界に及ぶようになり, 各国は共通の普遍的な関心
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事として意識するようになる｡ こうした事情の下では, 各国の刑罰権の
行使は, 国際的視点からの役割分担・分配として, 局面により拡張と制
約・縮小とが考えられ, それらは統合して積極的に推進されることにな
る｡ 各国が独自の見地から個別に行動するわけではないので, その利害
のはざまで個人の人権が損なわれることも回避されやすい｡
() 本稿の立場 従来, 世界的に見ても, 比較的近時まで, 基本
的に自国保護の思想が支配してきた｡ 国際協力の思想は, ある程度文化
的に普遍性のある近似した諸国による国際社会の存在を念頭におく｡ つ
まり, 他国にも近似した犯罪の処罰が併存することが前提となるが, そ
うした想定は現実から乖離したものとされてきた｡ 刑事法に関しても,
各国の利害の対立や相違が, 法制の違いとしてことさらに強調されてき
たのである｡ しかし, 最近では, 国際犯罪の増加や国際関係の緊密化,
国際的な人権保障の進展などにより, 国際協力思想の浸透が著しい｡ し
かも, 欧米を中心とした利害を共通にする各国の国家的利益の共同保護
という側面とは別に, これとある意味で対比される普遍的な個人的利益
の保護 (個人の刑法的保護) も重視されている｡
わが国でも, 憲法で確認されている国際主義や人権尊重主義を踏まえ
れば, 国際協力の姿勢は重要であろう｡ 自国保護の観点を完全に払拭し
きれるものではないが, 刑罰権行使にあたっては, 国際協力の視点から
の判断を基本とすべきである
(９)
｡ 自国保護の観点は, 日本に関連する法益
保護の見地が日本としてとりわけ重要視されるような特殊な事態につい
て, 補足的に考慮されるものにとどめるのが妥当であろう｡
３ 国内犯の処罰根拠
() 犯罪地と属地的要因
国際刑事法において犯罪地が問題になるのは, 多くは国内犯の処罰と
の関係である｡ 一般に, 各国は, 自国の国内犯を処罰するのは当然のこ
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とと考えているが (刑法１条１項参照), 実はそのために対象の犯罪が
国内犯かどうかを決定する必要がある｡ 国内 (基本的に自国領域内) に
犯罪地があるのが国内犯である｡ 犯罪地が自国に属する場所であること
に着目するものである (属地主義)｡
国家領域と同じく, 場所的要素の自国との繋がり (帰属) が, 処罰を
及ぼすにあたり要点とされるのが, 自国の船舶や航空機内の犯罪である
(刑法１条２項参照)｡ 旗国主義に基づくものであるが, 属地主義に近似
する点がある｡ この場合も, 国内犯に近い形で犯罪地が問題となる｡
なお, 国外犯についても処罰を考えるときなどは, 一般にその犯罪が
行われた外国における処罰事情を考慮することも考えられうる (たとえ
ば刑法改正草案６条２項)｡ この場合も, 犯罪地が問題となる (国内処
罰における外国犯罪地の顧慮
()
)｡ 属地主義による刑罰権行使が国際社会
の標準的な基礎となっていることの反映であり, 国内犯処罰における犯
罪地の裏返しの側面がある｡ ただ, 問題となる場面が異なることから,
犯罪地の概念についても国内犯処罰の場合と必ずしも同じになるとは限
らないと考えられる｡
() 国内犯の処罰根拠
自国領域内に犯罪地があるということは, 犯罪地に自国の国家主権・
統治権が及んでいることを意味する｡ 一般に, 国内犯処罰の背後には領
域主権があるとされているところである｡ ただ, そのことが本稿の問題
においてどういう意味合いを有するかは, 自国保護の観点からみるか,
国際協力の観点からみるかで, 微妙に異なってくる
()
｡
自国保護の立場からみれば, 統治している地において犯罪が発生する
ことは, その地に実施している法秩序・治安を害されることである｡ 自
国の秩序維持・保護の見地より, そうした犯罪をみずから処罰して防あ
つを図る必要がある
()
｡ 従来は, 自国保護の思想が支配的であったことか
ら, こうした考え方が通説的であったと言ってよい｡
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これに対して, 国際協力の立場からみれば, 現在の国際社会・関係は,
国家による領域支配・統治の併存を基礎として成り立っていることが重
要となる｡ その視点からは, その地における市民的安全の確保などは,
基本的にそこを統治している国家に委ねるのが合理的である｡ 地球全体
としてみれば, 各国が罪種などに配慮しつつ, 地域的に役割分担・権限
分配して, おのおの自国の領域内の犯罪行為については, 刑罰権や裁判
権を行使して, 秩序維持や市民的安全の確保にあたるわけである｡ 今日
では, 国際協力の思想が受容されるにつれて, こうした考え方が徐々に
浸透する趨勢にある｡
なお, 自国の船舶・航空機内の犯罪についても, かつては ｢浮かぶ領
土｣ の発想に基づき, 排他性の強い自国保護の考え方が強かった｡ だが,
今日では, 周知のように, 自国の船舶・航空機として, これに国籍を与
えた国家が, 各々その管理や安全確保に責任を持つという国際協力の考
え方が基本とされている
()
｡ 犯罪地の理解についても, 国内犯の場合と通
ずるものがあると考えられる｡ むろん, 船舶等には航行の問題があり,
国際協力の考え方になじむ要素がより強いなど, 現実には事情が異なる
以上, 微妙な違いがあるが, 本稿では, とくに断らない限り, 区別はな
いものとして含めて扱っておきたい｡
なお, どの思想に立つかは, 国内犯処罰の場面では, 通例, あまり大
きな違いはもたらさないと考えられる｡ ただ, 対応が異なってくる場面
もないではない｡ 本稿は, 犯罪地に関する考え方や国内犯とされる範囲
に違いが出るかどうかを検討することになる｡
４ 国内犯の範囲
() 既遂の犯罪地
国内犯との関係で犯罪地の所在が問題となるのは, 通例, いわゆる結
果犯において, 実行行為と構成要件的結果の発生地が異なり, いわゆる
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離隔犯となる場合である｡ 行為も結果もともに国内で発生しており, 国
内でいわば完結している犯罪が純粋な国内犯だとすれば, 犯罪地が問題
となるのは, その一部分しか国内で発生していないような場合である｡
すなわち, 場所的に国外的 (渉外的) 要素が含まれる場合に, 国内犯と
して刑罰権を及ぼす範囲をどこまで拡張するか (あるいは限定するか)
ということが問題なのである｡
犯罪地の概念は, こうして従来, 基本的に既遂犯を念頭において論じ
られてきた｡ そこでは, 基本的に罪種などで区別することなく, 一律の
基準で犯罪地を定める立場から, ①犯罪の行為がなされた地 (行為地)
とする行為地主義 (挙動地主義
()
), ②その行為の結果が発生した地 (結
果地) とする結果地主義のほか, ③そのどちらも犯罪地だとする遍在主
義 (混合主義) の対立において整理されてきた｡ そして, 今日では, 原
則として構成要件に該当する事実の一部が生じた地はいずれも犯罪地で
あるとする遍在主義的立場が通例となっていると説かれている
()
｡ わが国
でも, すでに見たように現行法には犯罪地に関する明文規定がないが,
基本的に遍在主義の立場が通説・判例とされている
()
｡
属地的にみて犯罪が犯罪であるために本質的に重要な要素は行為なの
か結果なのかに, 犯罪地の基準を求める姿勢が, その出発点にある｡ 国
際関係を踏まえた処罰の要否や難易, 便宜なども考慮される｡ 基本的に,
事態に即した犯罪の本質に関する総合的理解によって, 犯罪地の問題を
解決する姿勢であって, 刑罰権の適用を扱う以上, それは根底において
正鵠を射ていると思われる｡ 遍在主義は, その行為と結果のどちらも本
質的に重要だと考えていることになる｡ 時代状況を背景とした現実的な
必要感覚にも支えられて, 構成要件該当事実はどの部分も犯罪の不可分
の構成要素だと解しているわけである
()
｡
ただ, 刑罰権や刑法を国家的なものと考え, 自国保護的見地から自国
の刑罰権や刑法をどこまで拡張して及ぼすか, という発想に立つ場合は,
それだけで考慮は足りると思われる
()
｡ しかし, 世界的な視野に立って,
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国際協力・役割分担の視点から, どのような範囲まで自国で処罰を引き
受け, あるいは他国に委ねるか, という分配の発想が必要となる場合は,
それだけでは考慮要因が不足するように思われる｡ 世界の緊密化の中で,
保護法益の違いなども視野に入れ, 現実的な調整・協力の必要性の変化
も踏まえながら, 犯罪と場所との関連性を, 国際的な相対性の中で考察
する視角が加わることになるからである｡ もっとも, 本稿で検討の対象
としているような市民的安全の確保が念頭におかれる場合では, 現実的
処理の差はさほど大きくはないであろう｡
自国保護の観点からは, 自国領域内の法秩序・治安を害されることが
問題であるが, そのような害は, 実行行為であれ構成要件的結果であれ,
構成要件該当事実の一部が領域内で生ずれば, 同程度に均等に発生する
と考えられる｡ 冒頭のような事例で既遂となる場合, 現実には, どこの
国に滞在しているときに毒薬の効果により死亡するかは偶然的な要素が
ある｡ しかし, その場所での発生が偶然的な場合であっても, そうした
事実の発生によって, その地の法秩序は動揺を来たし, 自国の秩序維持・
保護の見地から, 国内犯として, これに刑罰権を及ぼす必要性も肯定さ
れる｡ 遍在主義は支持されるように思われる｡
国際協力の観点からも, 自国領域内における秩序維持や市民的安全の
確保が重要であり, その地で構成要件該当事実の一部が生ずれば, その
視点からは通例, 処罰を及ぼす同じような必要性が生まれると考えられ
る｡ この立場からも, 遍在主義は基本的に支持されるように思われる｡
本稿でも, 基本的に遍在主義に立って論ずることにしたい｡
ただ, 結果の発生地が偶然となるような場合を考えると, 国際的な処
罰引受けの考慮において結果地と行為地が常に同じ比重を持つかは留保
を要すると思われる｡ 市民的安全の確保という犯罪抑止的視点からする
と, 重要なのは行為の防あつが視野に入る行為地であって
()
, 偶然により
事件の事後処理に巻き込まれただけの結果地は相対的に比重が低いと考
えられる
()
｡ たとえば, 冒頭の事例で, 航空機がトラブルから航路近くの
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第三国に緊急着陸し, その地で被害者が毒薬の効果により死亡したよう
な場合に, その第三国がこれにあたる｡ そうした結果地に対しては, 行
為地が犯罪地として優越すると言える｡ この場合, 結果地は, 補充的な
犯罪地にとどまるであろう｡ 国内犯として処罰する場合も, 行為地の外
国の事情などを考慮に入れる余地がある
()
｡
なお, 予備行為の発生地についても, 狭義の実行行為に準じて, 国内
犯との関係で犯罪地として論ずる見解がある
()
｡ 犯罪現象を全体として考
察し, 犯罪の実行を結果発生に向けた一連の行為の集合体としてとらえ
て, その一部が発生すれば犯罪地であるとする考え方に立つものといえ
る｡ 構成要件該当事実の一部の発生という点について, 細かな概念上の
分類にこだわらず, 犯罪と国内との実質的な関連の有無に着目しようと
する姿勢ともいえ, 重要な視点として注目される｡ ただ, 犯罪の本質的
に重要な要素の発生を, 犯罪地として刑罰権を及ぼすに値する関連性の
存在基準としてきた伝統的理解からは, 実質的にみても, 予備行為と実
行行為との間には質的な違いがあると思われ, 予備行為の発生のみで十
分な関連性があると見てよいかは疑問の余地がある｡
また, いわゆる行為無価値・結果無価値の論点と関連させて, 結果無
価値論では結果地主義的な視点が重要であることを示唆する見解がある
()
｡
犯罪の本質論を踏まえた指摘であり, たしかに純粋な行為無価値論では
行為地主義につながりやすいとも思われ
()
, 傾聴に値する｡ だが, ここで
上記の枠組みと直結させることについては疑問の余地がある｡ 周知のよ
うに, 行為無価値・結果無価値の論点は, 法益侵害との関係で ｢結果｣
を論ずるものであるが, 犯罪地に関する従来の議論は, 構成要件的な実
行行為と対比された ｢構成要件的結果｣ について論ずるものに過ぎない
からである
()
｡ たとえば, 外国でなされた日本通貨の偽造では, 法益侵害
の ｢結果｣ は日本で発生するが, ｢構成要件的結果｣ は外国で発生して
いて, 国内犯としては扱わない制度なのである (刑法２条参照
()()
)｡ 結果
無価値論の立場でも, 純粋な結果無価値論を除けば, 基本的に遍在主義
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をとることに支障はないように思われる
()()
｡
なお, 行為と結果の因果経過ないし中間的結果の発生地であるいわゆ
る中間影響地の問題がある
()
｡ 冒頭の事例で, 被害者が日本で死亡した場
合に, 身体に変調を来した (あるいは症状がまだ出なかった場合にも)
韓国が犯罪地となるか, 日本がその立場の場合, 国内犯として処罰でき
るか, という問題である｡ 体調の悪化 (あるいはその予備状態) も, 結
果の一部発生とも言え, 自国保護の考え方からすれば, 犯罪地に含める
べきことになろう
()
｡
他方, 国際協力の考え方では, 結果地はそもそも比重が低いことがあ
るうえに, 最終的な重大な結果ではない中間的・過程的な結果について
は, さらに比重が下がると思われる｡ そのような軽い事情を根拠に, 国
内犯として処罰を引き受けることになるような役割分担・分配が国際的
になされていると考えるべきかどうかは, 検討を要するように思われる
()
｡
ただ, 冒頭の事例のように, 中間的な結果が傷害に当たるような重いも
のであれば, その中間的結果の発生地も, 通例は犯罪地と考えるべきも
のであろう｡ 現行法の解釈としては, 現実に結果の一部が具体的に発生
しているような場合には, 中間結果発生地も犯罪地だと解しつつ, 行為
地や既遂 (最終) 結果発生地の事情なども考慮に入れて, 運用において
適切に対応を図っていくことになるように思われる｡
() 国内処罰における外国犯罪地
国内での処罰において, 外国犯罪地の事情を顧慮する場面では, 犯罪
地の理解の趣きがかなり異なっている｡ ①現実の犯行が行われた地と解
する立場 (行為地主義) と, ②自国の国内犯を画する場合と同様に, 結
果地を含めて広く解する立場 (遍在主義) とがあるが, わが国では前者
の立場が有力である
()
｡ この立場では, 単なる結果の発生地などは犯罪地
に含まれないことになる｡
ここでも, 行為の規範違背性を重視する行為無価値論に近い立場から
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は, その違背行為がなされた地こそが重要なので, 行為地主義となりや
すいであろう｡ 他方, 相互的な観点から, 国内犯処罰における犯罪地の
裏返しの側面を強調すれば, 遍在主義も相応な根拠がある｡ ただ, 結果
無価値論や国際的視野において考察する立場においても, 犯罪地を定め
る目的が異なることから, 必ずしも遍在主義となるものでもなかろう｡
結果地や中間影響地がどこになるかは, しばしば偶然的で, 行為者が予
期していないこともある｡ 外国犯罪地の事情を顧慮する背景として, 行
為者に対する不意打ちの回避があることに重点を置けば, 人が通例の場
合に事実上念頭において行動している地が重視されるので, 基本的には
行為地主義が支持されよう
()
｡ また, 行為者の所在地国がその行動を現実
には統制しているという領域支配の実態を重視しても, 行為地主義が支
持されよう
()
｡ 国内での処罰において, 外国犯罪地の事情を顧慮する場面
では, 基本的には行為地主義が妥当なように思われる
()
｡
() 未遂の犯罪地
結果犯が未遂となるのは, 実行に着手して結果発生を遂げなかった場
合である｡ 実行行為はなされているのであるから, 行為地との関係では,
既遂の犯罪地と未遂の犯罪地は基本的に異なるところがない｡ 問題は,
結果地との関係である｡ 本来の既遂結果の発生地は欠けるが, その他の
事実の発生については, 既遂犯の場合の各段階に相応して多様でありう
る｡ そこで, どの程度の事実の発生があれば, 犯罪地として扱うにふさ
わしい関連性があると考えるかが問われるのである
()
｡
未遂の成立に関して現在支配的な客観説に基づいて考えると, 未遂と
なるには, まず, ①実行に着手し, その段階で, 結果発生の現実的な具
体的危険が発生したことが必要である｡ たとえば, よく例に挙げられる
銃撃による殺人であれば, 銃を構えてまさに弾丸を発射しようとする状
態である｡ これで未遂が成立するには十分であるが, 実際には続いて,
②弾丸が発射され, 被害者の身辺に着弾し, またはかすめて通ることに
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より, 結果発生の危険が極度に高まるような深刻な影響が及ぶか, ③被
害者に命中して, 傷害の結果 (中間的結果) が発生することにより, 実
際にも深刻な被害が発生する場合がある (いわば結果発生の具体的危険
の部分的現実化)｡
また, 離隔犯との関係で考えると, そうした危険や被害あるいは既
遂の結果が発生する見込みや予定の地, あるいはそれが意図されていた
地である場合と, 既遂結果を除いて, それらが現実に発生する地であ
る場合とがある｡ 本稿の冒頭で挙げたような事例でいえば, たとえば毒
を投与された被害者が日本に至ることなく旅行を中断した場合と, 旅行
を継続したが日本で治療の結果, 一命を取り留めたような場合に, それ
ぞれ日本は犯罪地となるかどうかである｡ 後者の場合も, 既遂の結果と
の関係では, 結果が発生する見込みや予定の地, あるいはそれが意図さ
れていた地でもありうることに留意が必要である｡ ドイツなど, 未遂に
ついて, 既遂結果の発生が意図されていた地も犯罪地とする立法例があ
るが
()
, どのような事態までを念頭においたものかに注意する必要がある
()
｡
ここでは, 上記のような多様な事態について, それぞれの類型を意識
しつつも, 便宜上, 少しグルーピングし, また順序を変えて, 検討して
みたい｡
なお, すでにみたように, 国内での処罰において外国犯罪地の事情を
顧慮する場面では, 基本的に行為地主義的な理解が妥当と解される｡ 未
遂の犯罪地は, 行為地との関係では, 既遂の場合と基本的に異なるとこ
ろがなく, 問題となるのは結果地との関係であるから, 国内処罰におけ
る外国犯罪地については, ここでは基本的に論ずる必要がなかろう
()
｡
() 現実に深刻な被害や影響が発生する場合 (×③②) たと
えば, 国境を越えて銃撃がなされるとき, ③現実に銃撃の弾丸が被害者
に命中して傷害を負わせ, または, ②命中しないまでも身辺に到達して,
結果発生の高度な危険にさらす深刻な影響が及ぶ事態が現に発生した地
は, 未遂犯の犯罪地か｡ 島国の日本では, こうした事態は実際には想定
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しづらい面があるが, 日本船舶に乗船中の外国人を外国船舶に乗船中の
外国人が狙撃するような場面で, 日本船舶内が犯罪地となるか (日本船
舶内の犯罪となるか) は, 実際にも問題となりえよう｡ また, 本稿冒頭
の設例に近接させれば, ③致死量の毒を投与された被害者が日本に到着
後に体調を崩したが, 治療の結果, 一命を取り留めたとか, または, ②
日本で毒の効果が出現する前に, 解毒作用のあるものを摂取した結果,
結局, 毒の効果が発現しなかったとき, もしくは, 日本に向けて毒物が
発送される事例で, 届いた毒物を被害者が紛失して摂取しなかったとき
に, 日本は未遂犯の犯罪地か, という問題である｡
明らかに基本的構成要件の結果の一部が発生しているとも見える前者
③ (中間結果発生地) の場合は, 既遂犯について, そのような中間影響
地も犯罪地とされるかどうかとの対比が重要となると思われる｡ 同じく
中間的結果が発生し, 犯罪と場所との関連性の点では, 両者は同一のよ
うに考えられるからである
()
｡ その後に他の地で既遂になれば, 中間影響
地として犯罪地とされるのに, その後の手当により未遂にとどまれば,
未遂犯の犯罪地とならないというのでは, 論理的に整合しないであろう
()
｡
すでにみたように, 自国保護の考え方からは, 中間影響地も犯罪地と
されることから, 傷害のような中間的結果の発生地を犯罪地とすること
に, あまり異論はなかろう
()
｡ 他方, 国際協力の考え方では, 基本的構成
要件の罪質や中間的結果の質・量によっては, 処罰を引き受けるほどの
関連性があるか, 議論の余地もありうることになる｡ ただ, 傷害のよう
な重大な実害が生じているときは, 未遂の犯罪地となることに大方の異
論はなかろう｡ 毒薬を投与した場合に, その効果により体調が悪化した
地も, 同様である｡
これに対して, 後者の場合②は, そこまでの事態が発生していないの
で, 結果の発生が意図されていたものの何も害は生じていないようにも
見え, 疑問の余地がある｡ 従来, 未遂の犯罪地となるかが議論されてき
たのは, おもにこのような場合を念頭においたものであった
()
｡
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既遂と未遂の質的な差異を強調し, 未遂を処罰するのは例外的なこと
とする法制度 (刑法条) や理論の下では, 格別の実害が国内等で生じ
ていないことは軽視できないであろう｡ 自国保護の観点に立つとしても,
伝統的に構成要件該当事実の一部が発生したことを犯罪地の基準として
きた立場からは, 構成要件的結果の一部の発生という点にも, 疑問の余
地がないではない
()
｡ とくに国際交通が未発達な状況では, 犯罪地として
刑罰権を及ぼすまでの関心や関連性の認識が懐かれないことも十分に考
えられる｡
ただ, このような場合, 自国に属する場所またはその近辺に, 現に弾
丸が到達している
()
｡ 毒の効果は発現していないものの, 身体に害が及ぶ
差し迫った危険は発生している｡ 自国保護の立場からは, 自国内の秩序
維持に対する大きな脅威が顕現化していると考えられる｡ とりわけ国際
交通が活発化して, その種の脅威が高まってくると, 積極的に刑罰権を
拡張し, 犯罪地として刑罰権を及ぼすことが考えられる
()()
｡
また, 国際協力の立場でも, 身辺に弾丸が到達した被害者は, 結果発
生の高度な危険にさらされていることになる｡ 毒物を体内に保有する被
害者も同様である｡ 罪種にもよるが, 自国に属する場所における秩序維
持や市民的安全が大きく妨げられる状況が生じていると考えられる｡ や
はり, 滞在者の安全確保のために, 犯罪地として, 犯罪防あつに向けて
処罰の役割分担・分配を引き受けることが考えられる
()
｡
厳密に考えると, 身辺に弾丸が到達するときも, もともと射撃の方向
が少し外れたために当たらなかった場合と, 射撃の方向は間違っていな
かったものの偶然に被害者の乗った船が揺れて, (瞬間的にしても) 近
づいていた弾丸が当たらなかった場合とがあろう｡ 手元に届いた毒物が
紛失により摂取されなかった場合は, どちらかと言えば前者に近く, 致
死量の毒薬を投与されたが, 移動後の食事で, 偶然に解毒作用のあるも
のを摂取したために, その毒が効果を発しなかった場合は, 時間の経過
に長短はあるが後者に近い｡ ただ, 射撃の事例においても, その違いは
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現実には極めて微妙であろう｡ それらの危険は, 実質的に同様と考えて
よかろう｡
致死量の毒薬を投与された被害者が, 刻々と迫る結果発生の危険にさ
らされて滞在した地は, 毒の効果が明確に発現する前であっても, 結果
発生の危険の程度において, 実質的には, 中間影響地に準ずる関連性が
あるものとして犯罪地と考える余地がある
()
｡ 移動後の食事で, 偶然に解
毒作用のあるものを摂取したために, その毒が効果を発しなかった場合,
解毒作用のあるものを摂取するまで被害者が滞在した地は, やはり同じ
く法秩序や被害者が結果発生の高度な危険にさらされた地と解される｡
届いた毒物を紛失した場合も, 同様にして犯罪地となるとも解されよう
()
｡
こうした被害者が現実に高度な危険にさらされた地は, 滞在者の市民的
安全を確保する見地から事態を完全には放置しえない関連性を有すると
思われる｡
このような場合, 実行の着手により発生した ｢結果発生の現実的な具
体的危険｣ が, 実行の結果として, 深刻な ｢実際の危険｣ として現実化・
具現化している (いわば実際に具現化した結果発生の危険)｡ 形式的に
はともかく, 実質的には, 構成要件的結果の中間的な一部と価値的に同
視できる程度の関連性があると言えよう
()
｡ 結局, 構成要件的結果と外形
的に近接する深刻な影響が及ぶ事態が現に発生したときは, 基本的にそ
の地は未遂の犯罪地と考えてよいように思われる
()
｡
() 実行の着手はあるが現実に深刻な被害や影響は発生しない場合
(×①) 実行の着手が認められる以上, 離隔犯の場合でも, その
段階で, 観念的には ｢結果発生の現実的な具体的危険｣ が発生している
とも考えられる｡ それでは, たとえば犯人が銃を構えたとき, 結果的に
妨害者の介入のために発射しなくても, あるいは操作ミスでおよそ違う
方向に向けて発射する結果になっても, 対象であった被害者の所在場所
は, 未遂の犯罪地か｡ 外国船舶から日本船舶に向けて狙撃を試みるよう
な場合である｡ 毒物投与の事例でいえば, いったん運送業者に託した毒
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物入りの荷物を発送者が気が変わって発送地で取り戻したとき, あるい
は運送中の荷物が日本に届く前に紛失したようなとき, 被害者の所在場
所は未遂の犯罪地か, である｡ これらの場合, そもそも未遂の成立を認
めるべきかどうかも問題となるが
()
, これを肯定する場合は, 犯行対象で
あった被害者の所在場所は, ｢結果発生の現実的な具体的危険｣ が発生
した地であるとともに, 結果の発生が意図されていた地でもある｡
このような場合, いわば潜在的に予測的・観念的には ｢結果発生の現
実的な具体的危険｣ が発生しているものの, 結局は弾丸や毒物はその地
に到達しておらず, その危険の顕在化・現実化として, 対象者が結果発
生の高度な危険にさらされたとは言えない｡ ただ, 予測的・観念的のレ
ベルにおいては ｢結果発生の現実的な具体的危険｣ にさらされていると
も言える｡ 船舶間と言っても至近距離での射撃の場合など, 事情により
結果発生の蓋然性がもともと高い場合も想定されなくはない｡ その意味
では, その地において, ある程度は秩序維持や市民的安全に対する脅威
が生じていると考えられる｡ 問題は, その程度の関連性で, 犯罪地とし
ての刑罰権を及ぼすのに十分かどうかである｡ さきに検討した類型と比
べても, 質的・量的に著しい差があるのではないかが問われることにな
る｡
自国保護の観点を強調すれば, 自国の秩序維持に何らかの脅威が生じ
ている以上, 危険発生の結果地として刑罰権を及ぼすという選択もあり
うる
()
｡ 犯罪地と解する余地があろう｡ ただ, 構成要件該当事実の一部が
発生したことを, 犯罪地の基準としてきた伝統的立場からは, 構成要件
的結果の一部の発生に該当するのかという点で, 疑問が呈されることに
なろう
()
｡ 反対に, 予備行為が行われた地についても犯罪地とする立場で
は, 構成要件による縛りが廃され, あるいは緩められているため, 犯罪
地と解されやすいと言えよう
()
｡
これに対して, 国際協力的な視点からは, 国内犯としての処罰の引受
けの必要性について疑問が提起される
()
｡ 処罰の分担をするには, 証拠の
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所在等の訴訟的便宜が通例国内に乏しいというだけではない｡ 予測的・
観念的な市民的安全に対する脅威については, まだ多くは実行行為の地
にこそ犯罪性の本質的要素があるものとして, その処罰は基本的に行為
地に委ねられることになろう｡ 至近距離での射撃のように現実の危険が
すでに顕在・具現しているような特殊な場合を除けば, そのような脅威
は, 実行行為そのものに伴う犯罪性を超えるものはないからである
()
｡ そ
こには, 身辺に弾丸が到達した場合などとは質的に異なる軽い程度の危
険が観念的に潜在しているに過ぎず, 固有の意味では, 犯罪地として刑
罰権を行使する地位にはないと解されよう
()
｡ ただ, 行為地の国家が, 何
らかの理由により刑罰権を行使できないときに, 代理的に処罰すること
まで排斥されるかは別の問題である｡ 処罰の便宜は乏しいが, およそ無
縁の地というわけではない｡ 現実に実施されることは多くなかろうが,
行為地の国家からの要請を受けて処罰に協力するようなことは認められ
てよい｡ その意味で, かりに未遂の場合に犯罪地となりうるとすれば,
せいぜい代理的な副次的犯罪地にとどまることになろう｡
() 結果の発生が意図されていただけの地 () 実行の着手が
あったものの, 被害者が所在しておらず, 結果が発生する見込みや意図,
予定であっただけの地は, 未遂の犯罪地か｡ たとえば, 国境を越えて銃
撃するつもりで, Ａ国からＢ国へ逃げる被害者をＡ国にいる犯人が撃っ
たところ, まだ実は被害者は国境を越える前であったとき, 犯人の意図
としては結果が生ずるはずだったＢ国は犯罪地か
()
｡ 日本がこのＢ国に相
当する場面は地理的にみて想定しづらいが, 本稿の冒頭で挙げたような
事例なら考えうる｡ すなわち, 外国で毒物を投与された外国人が, 日本
に向かう航空機内で身体に異常を感じ, 経由地国で旅行を中止して治療
を受け, 回復後にそのまま本国に帰国したようなときに, 日本は, 結果
が発生する予定であった地という事情から, 犯罪地となるか｡
このような場合, 被害者は国外にとどまるため, 実行の着手があって
も, それに伴う潜在的・観念的な ｢結果発生の具体的危険｣ すら国内で
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は現実には発生しない｡ わが国で固有の刑罰を科さなければならないほ
どの影響が生じているか疑問であろう
()
｡ ただ, 自国保護の観点を極端に
強調すれば, 結局は結果が発生する見込みがあった以上, 秩序維持の姿
勢を確証する視点から, 犯罪地とする余地がないわけではない｡ むろん,
構成要件的結果の一部が発生しているとは考えにくいが, 予備行為の地
も犯罪地とする立場では, 結果発生の具体的危険の発生も必要とはされ
ないため, 結果発生が意図された地も犯罪地と解されうる｡
なお, このように, 結果の発生が意図されていただけの地が未遂の犯
罪地となりうるとすれば, もし犯罪自体が他の地で既遂となっても, 実
はその犯罪地とされる余地がある｡ たとえば, 日本に向かう航空機内や
経由地国で治療中に死亡してしまうような場合, または機体のトラブル
で出発地に引き返して, その地で死亡するような場合である｡ 結果発生
が意図されていただけの地という事情は共通で, 同程度の影響は発生し
ていたことになるからである
()
｡ したがって, 死亡後に遺体が到来するよ
うな場合も, もとは到来後にその地で死亡する予定であったときは, 犯
罪地ということになろう｡ たとえば, 公海上を航行中の船舶から被害者
を海中に突き落として溺死させた場合に, 遺体がたまたま沿岸国に漂着
したときは沿岸国は犯罪地ではないが, その領海内で溺死することを犯
人が予想していたときは犯罪地ということになろう
()
｡
他方, 国際協力の観点からは, このような場合は, 犯罪との関連性が
さらに強い他の諸国に処罰を委ねることで十分であろう｡ 国内では, 市
民的安全が危険にさらされたり損なわれた事実がなく, その安全確保の
見地から責任分担・分配として処罰を引き受ける理由が乏しいからであ
る｡ 証拠の所在などの面からも, 適切な裁判地とは言いがたい｡ このよ
うな場合に, 自国を犯罪地と考えることは, 国際協力的姿勢の重要性が
増している今日, 極端な自国保護の思想の帰結として好ましくないと思
われる
()
｡
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５ おわりに
本稿では, 国内犯との関係で, 意図された結果発生地は未遂の犯罪地
かという問題について, 市民的安全の確保が課題となる犯罪の場合に基
本的に限定して, 国内犯の処罰根拠に関する考察を土台としながら論じ
てきた｡ 犯罪地の判定基準については, 刑事法学の立場からの考察のほ
か, 国際交流を背景にした世界的視野からの配慮も重要である｡ 国際刑
事法のあり方に関する基本的な考え方の違いがどのように関わるかに留
意しながら, いくつかの類型に分けて論じた｡
結論を簡潔に繰り返せば, 自国保護の考え方に立つと, 国内が未遂の
犯罪地となる場合は広くとらえられがちであるが, 国際協力の考え方に
立てば, やや抑制気味にとらえることになる, ということである｡ 国内
で現実に深刻な被害や影響 (実際に具現化した結果発生の危険) が発生
したときは, どちらの立場からも基本的に国内が犯罪地と考えられる｡
だが, そうした被害や影響が現に発生しないとき, とくに結果発生が意
図されていただけの場合については, 考えが分かれることになりうると
思われる｡
検討の過程で触れたように, 立法により解決を図っている例がある｡
しかし, 簡潔な文言では, 十分な指針を適切にもたらしていないように
思われる｡ 未遂の犯罪地が問題となる場面は多様である｡ 立法による解
決が適切かどうかも検討を要するが, かりに立法により解決を図る場合
には, 丁寧な規定のしかたが大切なように思われる｡
[注]
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(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前掲－頁, 香川達夫 ｢遍在主義と共犯｣ 森下忠先生古稀祝賀上巻・変
動期の刑事法学 (年) －頁, 山中敬一･刑法総論 (第２版･
年) 頁, 愛知・注 (３) 前掲頁｡ 危険犯など罪種に絡む問題は, おお
むね遍在主義の適用の問題として扱われている｡ なお, 近年において犯罪
地ないし遍在主義について検討したものとして, 辰井聡子 ｢犯罪地の決定
について (１)・(２完)｣ 上智法学論集巻２号 (	年) 頁以下・同
３号 (年) 頁以下, 津田雅也 ｢犯罪地の決定における 『遍在説』
についての一考察｣ 東北法学号 (年) 頁以下｡
() 大塚仁・(大塚仁
川端博編) 新判例コンメンタール刑法１ (年)－
頁, 佐久間修・刑法総論 (年) 頁注４, 山口厚 ｢越境犯罪に対す
る刑法の適用｣ 松尾浩也先生古稀祝賀論文集上巻 (年) 頁, 伊東・
注 (６) 前掲頁, 高山・注 () 前掲－頁参照｡ なお, 木村亀二
[阿部純二増補]・刑法総論 (増補版・	年) 頁は行為地主義に立つ
ものか (ただし, 同頁参照)｡ また, 近時において結果地主義的な立場
(法益侵害結果説) に立つものとして辰井・注 () 前掲上智法学論集
巻３号	頁｡
(	) 小野清一郎・犯罪の時及び所 (年) －, －, －	頁, 大
塚仁・刑法概説総論 (第４版・年) 	頁, 山口・注 () 前掲頁,
国際刑事法における未遂の犯罪地 (愛知)()
林・注 (８) 前掲頁｡ なお, 戸田信久 ｢属地主義の原則と犯罪地の意
義｣ 研修号 (年) 頁参照｡ 手続的便宜を加味するものとして,
高山・注 () 前掲頁｡ なお, 大塚・同頁注４参照｡
() 町野・注 (７) 前掲頁参照｡
() 名和・注 (２) 前掲頁は, 刑法の行為規範性を強調する｡
() 自国保護的な見地からも, 責任主義の観点を重視すれば, 同じようなこ
とになろう｡ なお, 偶然的な結果地を犯罪地から除外する見解として, 小
野・注 () 前掲	－
頁, 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() 愛知・注 (７) 前掲
－
頁｡ なお, 国際協力的な姿勢をさらに進め
て, 端的に代理主義的な処罰の引受けを認めるならば, 自国保護的な立場
より広く処罰を引き受けることが考えられる場面もあろう｡ たとえば, 公
海上を航行中の船舶から被害者を海中に突き落として溺死させた場合に,
遺体がたまたま沿岸国の領海内に漂着したときは, 沿岸国は本来の犯罪地
ではないが, 船舶 (たとえば便宜置籍船) の旗国に代わり処罰の引受けを
考える余地があろう (同
頁注参照)｡ また, 外国の統治下にあった領
域が返還される場合, 統治が現実に及ばないのが常態であったときは刑法
上は機能的に見て国内とは言えなかろうが (愛知・注 (３) 前掲頁),
返還前の行為を返還後に国内犯として扱うようなことも (最判昭年３月
日刑集巻３号	頁), 同様の観点から妥当と考えることができよう｡
() 野村・注 (２) 前掲
頁注２｡ 予備が独立して犯罪とされている場合に
つき, 河上和雄・実務刑事手続法 (年) 頁, 戸田・注 () 前掲
	頁, 大谷・注 (８) 前掲	－	頁, 町野・注 (７) 前掲頁 (ただ
し, 日本の利益を侵害しないときは除かれるようである｡ 同－頁)｡
反対, 小野・注 () 前掲－頁, 福田・注 (１) 前掲頁, 芝原・
注 (２) 前掲	頁, 前田・注 (３) 前掲頁, 古田渡辺田寺・注 (２)
前掲頁, 堀内・注 (８) 前掲	頁, 林・注 (８) 前掲頁, 北川佳世
子 ｢国内犯｣ 法学教室
号 (年) 頁, 	
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() 町野・注 (７) 前掲頁｡ なお結果地主義 (ただし法益侵害地説) を明
言するものとして, 辰井・注 (
) 前掲頁, 同 ｢刑法の場所的適用－
国内犯と国外犯｣ 上智法学論集巻３号 (年) 頁 (ただし, 結果無
価値論を出発点とするものではないとする｡ 同頁参照)｡
() 侵害原理を離れて ｢行為｣ のあり方 (規範違背性) 自体から犯罪の違法
性を肯認する純粋な行為無価値論では, その規範違背性こそが重要で, 違
背行為の地 (規範が通用しており, 行為がその違背となる地) が犯罪地と
中京法学巻３・４号 (	年) ()
なる行為地主義に向かいやすいと思われる｡ 町野・注 (７) 前掲頁参照｡
() 香川・注 () 前掲頁参照｡ 結果無価値論からみても, 侵害性が肯
認される場合に, ｢法益侵害｣ の発生地が ｢構成要件的結果｣ の発生地と
同じとは限らず, 法益侵害の ｢結果｣ は, 国内犯かどうかに関連して犯罪
地を決定する基準とはつながらないであろう｡ なお, 決定基準を ｢構成要
件的結果｣ から ｢法益侵害の結果｣ に変えることは (町野・注 (７) 前掲
頁, 辰井・注 () 前掲頁, 齋野・注 (４) 前掲頁, 高山・注
() 前掲	
頁), 結果地の認定を曖昧化させる懸念があり妥当でない (同
旨か, 佐久間修 ｢『越境犯罪』 における犯罪地の決定｣ 刑雑	巻１号 (

	
年) 	頁, 林・注 (８) 前掲頁｡ 法益侵害地説に対する批判について,
また小名木明宏 ｢刑法の適用範囲｣ 法学教室号 (

年) 
頁, 辰井
聡子 ｢刑法の適用範囲｣ 刑法の争点 (新シリーズ) (

年) 頁参照)｡
反対に, ｢結果｣ の概念は一義的ではないとするものとして, 岩間康夫
｢インターネット犯罪と遍在主義｣ 刑雑	巻１号 (

	年) 頁 (ただし,
なお同頁参照)｡ なお, ドイツでも, 構成要件的結果と法益侵害の結果
の繋がりは必ずしも排斥されていない｡ 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() なお, 国外で行われる日本公務員に対する贈賄につき, 山口・注 ()
前掲頁注	参照｡ また, 齋野・注 (４) 前掲	

－	
頁, 林・注 (８)
前掲頁参照｡ なお, このような点に端的に表れているように, 法益侵
害地説は, 自国保護的な立場に至る懸念があるように思われる (なお次注
参照)｡ それは, 国家的法益や社会的法益に対する罪などに関する場合だ
けに限られないであろう｡
() たとえばアメリカ合衆国のように, とくに伝統的には国外犯に対して処
罰を及ぼすことに消極的な姿勢を有する国では, 逆に, 罪種により, 自国
保護的な見地から国外犯を処罰する必要性が高まると, 属地主義を拡張し
て, 法益侵害の面で影響・効果 () が国内に及べば, 国内で犯罪結
果が生じた国内犯として処罰を及ぼす立場 (効果主義) がとられることが
ある｡ 	%$'() $*'$+*,$- $.)/'().'$(/0'$ -./,/'$ $1
(

)これも広い意味では, 結果地主義の一種と考えることもで
きるが, 本文で論じている結果地主義とは別物であることに留意を要する｡
効果主義の考え方を取り入れ, 結果地主義の修正として法益侵害地説を説
く見解として, 齋野・注 (４) 前掲頁｡ なお, 効果主義に対する批判
については, 山本草二・国際刑事法 (年) 	－頁参照｡ こうした
問題は, 従来の枠組みでは, 国家保護主義や世界主義の観点から是認され
る範囲のものを, 正面からそれとして整備していくべきものであろう｡ な
国際刑事法における未遂の犯罪地 (愛知)()
お, 規制薬物等の輸入未遂罪に関する国外犯処罰規定 (たとえば麻薬条
の６) などは, こうした観点から位置づけることができよう｡
() 行為無価値論は, 法益に関する侵害原理を離れて ｢行為｣ のあり方 (規
範違背性) 自体から犯罪の違法性を肯認するものであるが, 犯罪地の基準
に関する行為 (実行行為) は, 結果無価値論から法益侵害の危険と関連さ
せて理解することも可能である｡ 結果無価値論が伝統的な意味での結果地
主義に結びつきやすいとは必ずしも言えないように思われる｡ 林・注 (８)
前掲頁参照｡ なお, 町野・注 (７) 前掲－頁も, 部分的に行為地
主義的な結論も認めている｡
() 結果無価値論からは, ｢法益侵害｣ が発生する地で侵害性 (違法性) が
認められなければ行為の違法性は否定される｡ 日本で処罰を引き受ける犯
罪について外国における処罰事情を考慮する場面で犯罪地を問題とすると
きは, この観点から, (後述するような行為地などのほか) 法益侵害地と
しての ｢結果｣ 地をも累積的に考慮の対象とすることは考えられる｡ その
意味での ｢結果｣ 地主義は否定されないであろう｡
(	) 犯罪地に含める見解として, 小野・注 () 前掲頁, 大塚・注 ()
前掲頁, 香川・注 (３) 前掲頁, 森下・注 (３) 前掲	頁, 同・注
() 前掲頁, 板倉宏・刑法総論 (補訂版・		年) 
	頁, 芝原・注
(２) 前掲
－
頁, 大谷・注 (８) 前掲
頁, 野村・注 (２) 前掲
頁注２, 川端博・刑法総論講義 (第３版・	年) 
頁, 高山・注 ()
前掲頁｡ 部分的に含める説として, 町野・注 (７) 前掲頁, 名和・注
(２) 前掲頁 (結果発生に対する危険性を維持または増加させる場合に
限り犯罪地と解すべきだとする), 山中・注 (
) 前掲頁 (結果発生の
危険を増加させるような作用があった場所とする)｡
() たとえば小野・注 () 前掲	
頁, 福田・注 (１) 前掲	頁, 森下・
注 () 前掲頁｡ また, 古田渡辺田寺・注 (２) 前掲頁｡
() 国内犯として処罰すべき場合について, 西原春夫・刑法総論 (年)
頁は, ｢犯罪構成事実の重要部分を日本国内で実現する｣ ときとする｡
また, 前田・注 (３) 前掲頁注
は, ｢実際上は, 実行行為か結果のい
ずれかがわが国で生じた場合に限られよう｣とする｡ なお後出注 () 参照｡
() 刑法改正準備会 (小野清一郎)・改正刑法準備草案附同理由書 (年)
		頁, 名和・注 (２) 前掲頁｡
() ただ, この観点からは, もともと結果発生が意図されていた地について
は, 犯人の適用刑法などに関する期待への人権的配慮などから, 犯罪地
(結果地) として併せて考慮することにも合理性があろう｡ なお, また注
() 参照｡
中京法学巻３・４号 (	
年) ()
() 愛知・注 (７) 前掲頁｡
() ただし, 注 () で述べたような ｢結果｣ 地主義も統合した ｢遍在｣ 主
義を考えることはできよう (なお愛知・注 (７) 前掲頁参照)｡ ｢法益
侵害｣ 地において不可罰とされているような場合だけでなく, 同一行為に
対する外国刑事判決の存在により一事不再理とするような場面でも, 人権
を促進するよう作用する局面であり, このような拡張が考えられよう｡
() なお, 森下・注 () 前掲－頁は, 結果地主義では ｢未遂犯のばあ
いを考慮しない｣ ものとする｡
() たとえば, ドイツ刑法９条１項, スイス刑法８条２項, オーストリア刑
法条２項など｡ なお, アメリカ合衆国では効果主義を拡張して, 意図さ
れた効果が国内で発生しなかった場合も国内で処罰できるとされているこ
とにつき, たとえば山本・注 () 前掲	－	頁参照｡ ただし, 同	
頁は, そこで本来対象とされる犯罪は, 本稿で念頭においているような古
典的な罪種ではなく, 現代型の国際的な薬物事犯や経済事犯であることを
示唆する｡ なお, 佐久間・注 () 前掲頁参照｡
() もっとも, かなり無限定な適用が考えられているようである｡ 
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されている (日本法について同様の解釈を採用するものとして, 町野・注
(７) 前掲頁, 高山・注 () 前掲頁｡ 反対, 浅田和茂・刑法総論
(補正版・年) 頁, 鈴木・注 (３) 前掲頁, 北川・注 () 前掲
頁)｡ たとえば通貨偽造予備 (	条) の場合, 偽造に使用する道具が外
国で調達されたときも, ドイツ国内で使用する予定であれば, 国内犯とさ
れるようである｡ 結果地としての連結をかなり広範囲に及ぼすものと言っ
てよいが, 主観的ではあっても, 本稿の冒頭で掲げたような事例と比べて,
予備行為の行われた時点で ｢結果発生予定地｣ として流動性が少ない場合
であることに留意を要する｡
(	) ただ, この場面においても, 国際協力の立場では, 犯人の適用刑法など
に関する期待への人権的配慮から, 結果発生が意図されていた地も未遂の
犯罪地 (未遂結果地) として併せて考慮することには合理性があろう｡ な
お, 注 (	) 参照｡
(	) 森下・注 () 前掲頁参照｡
(	) もっとも, 反対に, 未遂犯の場合には, 中間的結果の発生地を犯罪地と
解するとしても, 既遂犯の場合には中間影響地を犯罪地としない立場はあ
りえよう (町野・注 (７) 前掲頁はこの趣旨か)｡ たとえば, 国際協力
国際刑事法における未遂の犯罪地 (愛知)()
的な視点から, 国際的連携が円滑に運ぶ状況を前提とすれば, 構成要件的
結果が発生した地が別にある以上, 結果との関係でも, その地が犯罪地と
して関与すれば足り, 中間影響地が処罰を引き受ける必要性は乏しいとも
考えられなくはない｡
() 小野・注 () 前掲頁, 福田・注 (１) 前掲頁, 森下・注 ()
前掲頁｡
() 小野・注 () 前掲頁, 福田・注 (１) 前掲頁, 高山・注 ()
前掲頁参照｡ 	
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頁参照｡
(!) 小野・注 () 前掲頁｡ 福田・注 (１) 前掲頁参照｡
() なお, 暴行罪の既遂犯として国内犯となることがありうるのは別論であ
るが, もし ｢暴行｣ の一部が存在しているとみることができるのであれば,
見方を変えれば, 殺人罪の構成要件該当事実の一部が存在しているとも言
えなくはなかろう｡
() たとえば小野・注 () 前掲－頁, 森下・注 () 前掲頁, 
頁, 古田#渡辺#田寺・注 (２) 前掲頁, 町野・注 (７) 前掲"頁, 山
中・注 (!) 前掲!頁｡
(") なお, 規制薬物の密輸入のような場合, 実行行為や既遂の時期を早めて,
行為地としての国内未遂犯または既遂犯として対処する見解 (輸入罪の既
遂時期に関する通説・判例であるいわゆる陸揚げ説に対して, いわゆる領
海説など) もある｡ なお, 所持罪, 譲渡・譲受罪や輸入予備罪などの処罰
の問題は別論である｡
() 芝原・注 (２) 前掲!頁, 大谷・注 (８) 前掲!頁, 浅田・注 ()
前掲頁, 林・注 (８) 前掲頁｡
(!) 名和・注 (２) 前掲頁参照｡
(!) なお, 森下・注 (３) 前掲頁 (毒が被害者に到達しただけの地も中間
地とする) 参照｡
(!) この種の危険発生を中間影響に近づけて理解したものとして, 愛知・注
(７) 前掲頁注｡
(!) 名和・注 (２) 前掲頁は, 未遂犯を具体的危険犯の一種とし, 具体的
危険も一種の結果であると解する立場では, 危険発生地も犯罪地とされる
ことになるとする｡ 同旨, 浅田・注 () 前掲頁｡ また高山・注 ()
前掲頁参照｡
(!) 近時では, 消極説が有力となっている (たとえば浅田・注 () 前掲
頁, 山口・注 () 前掲頁) ことに留意を要する｡ なお, 未遂の成立
中京法学巻３・４号 (!年) ()
が認められないときに, 外国で実行された予備罪が国内犯となるかが問わ
れることになる｡ 注 () 参照｡
() 古田渡辺田寺・注 (２) 前掲頁, 堀内・注 (８) 前掲頁｡ 森下・
注 (３) 前掲頁参照｡
() 森下・注 () 前掲－頁, 同・注 (３) 前掲頁｡ 	

()	も, このような範囲まで結果地を拡張することには批
判的か｡ なお, 規制薬物等の輸入未遂罪に関する国外犯処罰規定 (たとえ
ば麻薬条の６) は, こうした点も配慮したものか｡
() 野村・注 (２) 前掲頁注２参照｡
() 前田・注 (３) 前掲頁｡
() 日本航空機に対する追尾式ミサイルの発射準備・赤外線照射や, きわめ
て至近距離からの射撃の構えなど, 結果発生の蓋然性が著しく高い場合に
ついては, 命中精度や発射地との近接性などから, すでに近辺に弾丸が到
達した場合と同類の危険が生じていると考えることになろう｡
() 外国国家などが長距離ミサイルなどにより他国の都市に対して行う攻撃
の準備などについては, 国際刑事裁判所による管轄が視野に入るような性
質のものであり, ここで考察している普通犯罪の場合とは別の視点から検
討すべき課題であろう｡
() 	
()	
() 愛知・注 (７) 前掲頁注｡
() この場合に, 結果の発生が意図されていただけの地が, ①国内では未遂
でしかないので, 未遂の犯罪地となり, 事件も国内犯の未遂として扱うこ
とになるのか, ②一般の例と同じく, 事件全体の犯罪地となり, 既遂の国
内犯として取り扱われるのかは, 考え方により見解が分かれるように思わ
れる｡
() 	
()	は, ベルギーにいるＡが, 国境を
越えて, ドイツにいるＢを銃撃しようとしたところ, Ｂがまだベルギーに
いて死亡する事例や, 外国において犯罪の客体とされた動物をドイツに輸
入し, 同じ犯罪の客体とする (結果がドイツで発生する) 意図であったと
ころ, その動物が死亡して到着する事例などを念頭に, 他の地で既遂結果
が発生したときに結果発生予定地が犯罪地とされることに反対する｡
() 他国の領域支配との抵触も問題となり得る｡ 愛知・注 (７) 前掲頁
参照｡ また	
()	
国際刑事法における未遂の犯罪地 (愛知)()
